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１ 平成 25 年度 柴又地区 

●地区の概要 

柴又地区では、防災市民組織、町会、消防、警察などをメンバーとする「地区連絡会」を設置し、

地域での防災活動を推進している。対象となる地区は、北野小学校を避難所としている柴又一丁目

～三丁目と柴又四丁目、金町一丁目の一部で構成された「柴又北野町会」である。また、柴又二丁

目のマンション「ガーデンプラザ柴又自治会」を含む。なお、柴又北野町会は平成 17 年に法人格を

取得し、町会独自で地区内に街灯の設置や防犯パトロールを月に２・３回実施、８月には北野小学

校 PTA と協力して盆踊り大会を行なうなど、活発な町会活動を行なっている。 

●取り組みの流れ（平成 25年度） 

年月日 活動内容 内容 

平成 25 年 

５月 24 日 
第一回地区連絡会 

・地区連絡会要綱の説明 

・委員紹介 

・前年度の活動内容振り返り 

・今年度の活動計画について 

・活動案とスケジュール案の提示 

８月９日 第二回地区連絡会 

・年間スケジュール案の再提案 

・具体的な活動内容の提案と検討 

・発災時の地域組織体系について 

・要援護者調査アンケート案 

10 月 30 日 第三回地区連絡会 

・安否確認プレートの制作案 

・12 月の安否確認報告訓練の概要説明 

・要援護者名簿の作成 

12 月１日 

柴又北野町会防災

訓練での安否確認

報告訓練 

・安否確認プレートの配布 

・安否確認プレートの掲示確認と報告 

・一連の流れにおける問題点の把握 

平成 26 年 

１月 17 日 
第四回地区連絡会 

・12 月の安否確認報告訓練の報告と総括 

・戸建住宅向けの安否確認プレートについて 

・安否確認情報の取りまとめシートについて 

・２月の避難所運営訓練の概要説明 

２月 16 日 

北野小学校避難所

運営訓練（安否確

認報告訓練） 

・安否確認プレート等の事前配布 

・組長や理事による世帯別安否情報の収集 

・現場での安否情報の取りまとめ 

・避難所運営本部への安否情報の報告（無線機および徒歩伝達） 

・避難所運営本部での安否情報の取りまとめ 

・区災対本部等への報告 

３月７日 第五回地区連絡会 

・２月の避難所運営訓練の報告と総括 

・年間の活動報告 

・次年度活動の検討 

 

 

 

 

 

写真：「安否確認プレート」を使った世帯別での安否確認作業の風景（２月 16日） 
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２ 平成 26 年度 堀切地区 

●地区の概要 

・葛飾区西部、綾瀬川の東側に位置する堀切自治町会連合会の区域。 

・８自治町会により構成され、それぞれ独自の考え方とスタイルで

防災対策に取り組んできた。 

・区域内に５か所の避難所が指定されており、８自治町会が分担し

て、それぞれの避難所運営会議を設置している。 

《関係自治町会》 

 

 

 

●取組の特徴 

「堀切地区まちづくり懇談会地域防災部会」を中心に、平成 24〜26 年度の３か年をかけて、震災

時には８自治町会等が協力して対応活動を展開できるような総合的な地域防災体制づくりと、各自

治町会の防災対策の参考書となる「震災対策の手引き（案）」の作成に取り組んだ。また、その過

程で、様々に工夫を凝らした防災訓練の実施や、地域独自の「防災マップ」の作成、「堀切防災通

信」の発行にも取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●課題と解決策 

当初は、それぞれに活動してきた８自治町会が足並みを揃えた統一的な防災体制の整備を目標と

したが、各自治町会の事情や意識、関心事は異なり、「堀切防災通信」の発行や地区内で行われる

防災訓練の共有化などを試みても、その溝は埋まらなかった。そこで、各自治町会の取り組みを尊

重しつつ、必要に応じて協力体制を築けるよう、災害時の情報連絡を重視した「２段階の防災体制」

を考案し、地区全体での共有化を図った。 

  

○堀切東町会   ○堀切南町会  ○堀切北町会 
○堀切中央町会  ○堀切西町会  ○堀切四丁目中町会 
○堀切四丁目北町会○堀切京南自治会 

●取り組みの流れ 
 

平成 24〜25 年度：共通課題の抽出  
○町会アンケートの実施 
○各自治町会へのヒアリング調査 
○地域別防災カルテの作成 

平成 25〜26 年度：共通課題に応じた訓練  
○各自治町会等の訓練企画の整理・調整 
○訓練参加者へのアンケート調査 

平成 25〜26 年度：防災体制づくりの検討  
○震災時における地域の役割 
○地域活動の流れと事例学習 
○各自治町会の準備状況の整理 

平成 26 年度：マニュアル等の作成  
○防災マップの作成 
○地域の防災体制の考え方の整理 
○震災対策の手引き（案）の作成 

●４つの共通課題と対応活動 
取り組みの過程で、８自治町会における共通課
題に応じて次の対応活動を展開 

 ①地域の防災意識喚起  
○堀切防災通信の編集・発行（計７回） 
○防災マップの全戸配布 
○意識喚起を目的とした訓練・イベント 

 ②水害対策  
○マンションとの協定締結（計５件） 
○マンションへの垂直避難訓練 

 ③避難所運営  
○子ども向け宿泊体験・総合防災訓練 
○要援護者も含めた避難所運営訓練 

 ④地域の災害対策本部の役割と機能  
○２段階の防災体制の提案 
○防災リーダー研修会における認識共有 
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●取り組みの概要 

８自治町会の取組み 

□各自治町会における

取り組みの現状調査 

□関係団体との協力 

□課題の抽出と対策 

  

地域の防災意識喚起 

□堀切防災通信の発行

（計７回） 

□防災マップの配布 

・地区全体版（１種） 

・自治町会版（８種） 

   

防災訓練の工夫 

□意識喚起型訓練 

・学習会・講演会 

・パネル展示・説明 

・シューター体験 

・子ども防災イベント 

□水害対策訓練 

・マンション垂直避難 

□避難所運営訓練 

・小学生の宿泊体験 

・中学生の防災学習 

・福祉避難所の開設 

□町会本部訓練 

・安否確認 

・情報収集・整理 

  

  

  

２段階の防災体制 

□第１段階：発災直後

の自治町会体制 

□第２段階：避難所等

を拠点とした情報連

絡・協力体制 
 

震災対策の方針の共有 

□防災リーダー研修会

での報告 

□「震災対策の手引き

（案）」の作成 

  

1

1

1

1

1
1 1

0 5 3 4 2 6
0 5 3 6
4 2 6

【地域の共通課題】 

①地域の防災意識喚起 

②水害対策 

③避難所運営 

④地域の災害対策本部の役割と機能 

パネル展示・説明 シューター体験 

垂直避難 小学生宿泊体験 

中学生防災学習 町会本部訓練 

地域防災部会 

防災リーダー研修会 
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３ 平成 26 年度 柴又地区 

●３か年の活動内容と流れ 

柴又地区地域防災会議の対象地域は、柴又一丁目～三丁目と柴又四丁目、金町一丁目の一部で構

成された「柴又北野町会」と柴又二丁目のマンション「ガーデンプラザ柴又自治会」である。 

本地区では従来から、消火器を使った初期消火訓練や炊き出し訓練などは定期的に行われてきた。

地域防災会議の取り組みが開始されたことで、地域全体での「共助」に主眼を置き、避難者対応や

住民の安否確認を重点テーマとして対策を進めるため、避難所受け入れ訓練や安否確認訓練、無線

機使用訓練などの防災訓練の内容を拡充した。また合わせて地域住民への防災意識の向上を進める

ため、防災マップの作成や防災訓練へのスタンプラリーの導入など、新たな視点で防災対策が進め

られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●活動内容 

《避難者カードの作成・避難所受け入れ訓練の実施》 

主に災害時の速やかな個人の安否確認とニーズ確認を進めることを目的として、避難所やマンシ

ョンで使用する「避難者カード」を作成した。作成した避難者カードは、避難所受け入れ訓練など

で利用の検証や地域への浸透・啓発を実施しながら改良を進めた。 

 

 

 

 

 

 

写真：作成した災害時避難者カードの配布と着用、回収・集計の様子 
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《安否確認シールの作成・安否確認訓練の実施》 

災害時の世帯の安否確認を進めることを目的とした、各世帯に配布する「安否確認シール」を作

成した。作成した安否確認シールは、安否確認訓練などで利用の検証や地域への浸透・啓発を実施

しながら改良を進めた。（３か国語で表記、分かりやすい表記などに改良） 

 

 

 

 

 

 

写真：作成した災害時避難者カードの配布と着用、回収・集計の様子 

 

《無線機を活用した情報収集訓練の実施》 

災害時に発生する被害の情報を、速やかに避難所運営本部や区災害対策本部へ伝達するため、町

会・自治会の役員を中心に被災現場の情報を収集し、無線機を使って報告するよう、連絡体制を整

備し、その体制を情報収集訓練で検証するように努めた。 

 

 

 

 

 

 

図・写真：現場での情報収集と北野小学校避難所運営本部での情報集約の様子 

 

《地域住民への広報・啓発活動》 

（防災マップの作成、訓練へのスタンプラリー導入、広報誌「防災きたの」配布） 

地域の中で防災対策が身近になるように、地域住民自ら防災マップを作成したり、町会の防災訓

練にスタンプラリーを導入したり、定期的に防災の広報誌を発行するように努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真：広報誌「防災きたの」の概要、スランプラリー実施風景や掲示された防災マップの様子 
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４ 平成 26 年度 新小岩地区（小松中学校） 

●地区の概要 

・葛飾区南部、荒川と中川の東に位置する。 
・地域活動が活発な地域で、各自治町会との結束も固く、防災活
動にも積極的に取り組んでいる。 

・平成 26 年度、新小岩南地域（新小岩一丁目から四丁目）の６
自治町会を母体に、「新小岩地域防災会議」を設置し、「避難
所」をテーマに活動を行った。 

《関係自治町会》 

 

 

 

 

●訓練の特徴 

新小岩地域防災会議の中で、避難所開設時の避難所初動組織を見直し、各自治町会の役員等を対

象に、一時集合場所の開放から避難者を校舎内に受け入れるまでの手順を体験する訓練を実施した。

参加者約 100 名。 

 

●地域防災会議の取り組み 

平成 26 度は４回の会議と１回の訓練を実施

した。会議では、避難所開設・運営訓練の実施

に向けて、避難所開設を中心に学び、避難所組

織のあり方などの検討を積み重ねた。そして、

話し合ったことなどをもとに避難所開設・運営

訓練を実施した。訓練後には、訓練の検証とし

て課題等を出し合い、次年度に向けた取り組み

を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

● 

○新小岩第一自治会    ○新小岩第二町会 
○新小岩第三自治会    ○新小岩第四自治会 
○新小岩第五自治会    ○新小岩一丁目中町自治会 
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●避難所開設・運営訓練の実施 

会議で検討した避難所初動組織３班体制をもとにして、避難所にある備蓄品や設備等を活用しな

がら、一時集合場所の開放から避難者を校舎内に受け入れるまでの避難所の開設手順を体験する訓

練を小松中学校で実施した。 

 

《各班の訓練項目》 

総括班 避難者対応班 避難者受入準備班 

 
 避難所開設本部の設置 

 校舎の鍵開錠及び避難所ボ

ックスの搬出 

 組織図（任務分担表）の作成 

 班長会議の開催（情報共有） 

 葛飾区災害対策本部への状

況報告 

 情報収集と整理  

 
 受水槽の措置 

 避難者への待機指示（呼び

かけ文作成） 

 避難者待機場所の環境整備 

 情報掲示板の設置と掲示物

作成 

 仮設トイレの設置 

 避難行動要支援者の対応 

 避難者受付の設置 

 避難者の受付業務 

 
 施設の安全点検 

 危険箇所の立入禁止等措置 

 避難所利用計画の決定 

 避難所共通ルールの決定 

 案内看板等の作成と掲示 

 特設公衆電話の設置 

 トイレの使用禁止措置 

 立入禁止場所等の措置 

 居住スペース（体育館）の通

路設定 

 

●避難所初動組織の見直し 

平成 26 年度の地域防災会議では、避難所

開設時の組織を検討し、見直した。 

防災市民組織に、避難所開設を担当する

役割がないため、一時集合場所の開放や避

難者の対応、避難所の開設を担う「避難者対

応班」を新たに設けることにした。 

また、区では現在、避難所開設も含む避難

所運営組織として６部の編成をしている。 

しかし、大地震直後は、人命救助等の地域

の災害対応に重点を置いて活動する中で、避難所の開設も行う。そこで、マンパワーを分散させな

いように避難所開設時の組織を簡素化し、避難所開設の司令塔となる「総括班」、避難者の対応に

当たる「避難者対応班」、施設の安全点検をして避難者の受け入れ準備をする「避難者受入準備班」

の３班編成にすることとした。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所開設と運営時の組織 
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５ 平成 27 年度 新小岩北地区（東新小岩二丁目におけるマンション） 

●地域の概要 

・ 葛飾区南部、JR 総武線の北側に位置する。 
・ 区域内のマンション「ルネ・キューヴィス」が地元の自治町会に

は加入せずに、マンション独自の防災対策を進めながら、地域と

の協力関係を築こうとしている。 

《ルネ・キューヴィス》 

○構 造：鉄骨鉄筋コンクリート造 
○階 数：地上 14階、地下１階 
○戸 数：276 戸 
○入居年：平成 12年 

 

●取り組みの概要 

住民有志 12〜13 名が防災員会を結成し、定期的に会合を開き防災に関する情報交換や防災研修

会の企画実施、防災マニュアルの作成などを行っている。その一環として、災害時の地域協力に向

け、マンションとして地域の避難所運営会議への参加も検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●課題と解決策 

災害時における地域協力の必要性に対して住民間で認識が異なることが大きな問題とされたため、

初期の段階で次の提案を行った。 

【当マンションにおける今後の震災対策の大きな課題】 

①平日昼間に発災した場合の「子どものケア」 

②学校避難所に届く「救援物資」の確保・運搬・供給 

③新たに整備される「防災公園（防災活動拠点）」の有効活用 

【マンション独自の自主防災組織としての地域連携・協力を考える】 

現在の防災委員会を、マンション独自の自主防災組織として正式に立ち上げ、学校避難所運営

会議や防災活動拠点管理運営委員会に一構成団体として参画し、災害時の地域連携・協力を図っ

ていくことを考える。  

●取り組みの流れ 

防災委員会（7/13）  

マンションの概要と取り組みの現状確認 

防災委員会（9/5）  

地域との協力の必要性を学習 

防災委員会（10/16）  

防災研修会の企画調整 

防災研修会の開催（10/25）  

防災委員会（12/6）（1/16）  

防災対策マニュアル案の検討 

●防災研修会の内容 （参加者：約 30 名） 

・当マンションの防災状況と発災時の行動指

針について 

・葛飾区の防災対策について 

・各家庭内で必要な対策と備えについて 
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６ 平成 27 年度 青戸地区（青戸六丁目におけるマンション） 

●地区の概要 

・ 葛飾区中央部、中川の西側に位置する。 
・ 下記２つのマンションが青戸共和会に加入しており、 

地域との災害時協力のあり方を模索している。 

《クレストフォルム青砥グランデッツァ》 

○構 造：鉄筋コンクリート造 

○階 数：地上 15階 

○戸 数：130 戸 

○入居年：平成 16年 

《ザ・パークハウス青砥》 

○構 造：鉄筋コンクリート造 

○階 数：地上 20階 

○戸 数：528 戸 

○入居年：平成 25年 

 

●取り組みの概要 

マンションと町会の相互理解を図り、相互の協力意識を共有するために、町会の防災訓練におけ

るパネル展示と説明、各マンションの一般住民向け説明会、マンション施設見学会を行い、マンシ

ョンと町会の相互協力協定の締結を実現した。 

 

青戸協和会 クレストフォルム青砥 ザ・パークハウス青砥 

 ヒアリング（7/11）  

取組みの提案（7/22）   

進め方の提案（8/20）   

  ヒアリング（9/6） 

合同防災訓練（10/25） 

  訓練打ち合わせ（11/8） 

  防災訓練（11/14） 

 今後の進め方協議（10/21）  

今後の進め方提案（12/21）   

  防災説明会（2/13） 

 マンション見学会（2/21）  

 防災説明会（2/21）  

  マンション見学会（2/21） 

相互協力協定の締結 

●課題と解決策 

青戸六丁目の基本的な問題は、マンションと町会がそれぞれ災害時にどのように対応し、相互に

どのような協力を行えるかという点である。そのためには、まず相互理解が必要であり、その理解

に基づき相互の協力意識を共有することが課題となる。 

その課題の解決策として、町会員を対象とした「マンション施設見学会の実施」と「マンション

と町会との相互協力協定の締結」を提案した。見学会は提案通り実施され、協定も締結に向けた調

整が進められており、今後はその協定を基に、より強固な協力関係が築かれることが期待される。 
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《合同防災訓練（10 月 25 日）》 

   

《ザ・パークハウス青砥防災訓練（11 月 14 日）と防災説明会（2 月 13 日）》 

   

《クレストフォルム青砥グランデッツァ施設見学会（2 月 21 日）》 

   

《ザ・パークハウス青砥施設見学会（3月 5 日）》 

   

開会式 パネル展示・説明 

防災訓練 防災説明会 

玄関ロビー 館内放送設備 

マンホールトイレ ゲストルーム 



-11- 

７ 平成 27 年度 亀有地区（道上小学校） 

●地区の概要 

・道上小学校は葛飾区中心部の北側、中川の西側に位置し、

北東部には亀有駅を中心とした商業地域が広がっている。 

・道上小学校は以下の８町会が避難所を使用するほか、緊急

医療救護所にも指定されている。 

《関係自治町会》 

リリオ自治会・亀有四丁目町会・亀青自治会 

亀有中央町会・亀有西三自治会・東五会・砂原町会 

亀有三和町会 

 

●訓練の特徴 

本訓練は、避難所開設初動期に重点を置き、地域の町会役員が十分参集できない中、地域住民の

協力を得ながら避難所を開設する「目的集団化」をテーマとして行った。また、また、本訓練は葛

飾区総合防災訓練の一環として、医療救護所訓練や災害拠点病院である東部地域病院の傷病者の搬

送訓練と同時に実施した。 
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●訓練の成果 

災害時は学校職員や区職員が駆け付けるまでの間、地域住民が中心となり避難所の開設・自主運

営を行うことが期待される。道上小学校避難所運営会議では、数年ぶりの訓練となることから、地

域住民の避難所の開設運営に果たす役割について、東日本大震災の実例を交えて学習し、運営委員

の参加により訓練シナリオを作成した。訓練当日は各町会の自発的な参加と協力のもと、避難所開

設初期を中心とした実働訓練を実施した。後日、実働訓練の結果を踏まえ、避難所開設後の運営を

想定した図上訓練を実施し、全運営委員で避難所開設運営の手順と方法及び今後の課題について共

有した。 
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８ 平成 27 年度 新小岩地区 

●地区の概要 

・葛飾区南部、荒川と中川の東に位置する。 
・各自治町会との結束も固く、地域活動が活発な地域である。 
・平成 26 年度、新小岩南地域（新小岩一丁目から四丁目）の６
自治町会を母体に、「新小岩地域防災会議」を設置し、防災活
動に取り組んでいる。 

 

《関係自治町会》 

 

 

 

 

●地域防災会議の特徴 

新小岩地域防災会議では、地元６自治町会の他に、新小岩南地域まちづくり協議会や青少年育成

新小岩地区委員会、学校・ＰＴＡ、本田消防署・消防団、本田警察署、葛飾区社会福祉協議会など

が参画して、今年度は「災害時要配慮者」をテーマに取り組んだ。 

 

●地域防災会議の取り組み 

今年度は４回の会議と２回の訓練を実

施した。 

会議では、発災直後の災害時要配慮者

の対応を中心に学び、避難行動要支援者

を含む住民の安否確認方法、避難所での

要配慮者への対応などを話し合い、訓練

を実施してその対応について検証をした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

● 

○新小岩第一自治会    ○新小岩第二町会 
○新小岩第三自治会    ○新小岩第四自治会 
○新小岩第五自治会    ○新小岩一丁目中町自治会 

地域防災会議の流れ 

第１回地域防災会議（7/17） 

 災害時要配慮者対策を学ぶ 
 大地震直後の安否確認と避難支援について考える 

第２回地域防災会議（8/5） 

 避難所開設・運営訓練内容の検討 

小松南小避難所開設・運営訓練（9/13） 

 

第３回地域防災会議（11/6） 

 まちかど防災訓練内容の検討 
 避難所開設・運営訓練の検証 

まちかど防災訓練（12/6） 

 

第４回地域防災会議（2/10） 

 今年度の活動の振り返り 
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●避難所開設・運営訓練の実施 

今年度の訓練は、昨年度見直した避難所初動組織３班体制で、避難所にある備蓄品や設備等を活

用して、一時集合場所の開放から避難者を校舎に受け入れるまでの避難所の開設手順を体験する訓

練を小松南小学校で実施した。災害時要配慮者対応訓練では、避難者対応班を一般避難者担当と要

配慮者担当の２つに分け、要配慮者担当チームを中心に、適切な支援が受けられるようにニーズ調

査や部屋割トリアージ、参加者が高齢者模擬体験セットを着用して避難者役となり要配慮者の視点

から避難者対応を検証することも併せて実施した。 

《各班の主な訓練項目》 

総括班 避難者対応班 避難者受入準備班 

 
 避難所開設本部の設置 

 校舎の鍵開錠及び避難所ボッ

クスの搬出 

 活動班編成表の作成 

 班長会議の開催（情報共有） 

 葛飾区災害対策本部への状況

報告 

 情報収集と整理 

 
▼一般避難者担当 

 避難者への待機指示 

 避難者待機場所の環境整備 

 情報掲示板の設置 

 仮設トイレの設置 

 避難者の受付業務 

▼災害時要配慮者担当 

 要配慮者のニーズ調査と部屋

割トリアージの実施 

 福祉避難室への移動支援 

 
 施設の安全点検 

 危険箇所の立入禁止等措置 

 避難所利用計画の決定 

 案内看板等の作成と掲示 

 スロープの設置 

 福祉避難室の設置 

 特設公衆電話の設置 

 トイレの使用禁止措置 

 立入禁止場所等の措置 

 居住スペースの通路設定 

※下線部は災害時要配慮者対応訓練 

●まちかど防災訓練の実施 

大地震直後、避難行動要支援

者を含む住民の安否確認を迅速

に実施する方法を検証するた

め、新小岩第一自治会の２地区

６班約 100 世帯を対象に安否確

認訓練を実施し、その後、担架や

車輪付き担架（タフレンジャー）

などの搬送資器材を活用して、

長距離搬送訓練を実施した。安否確認訓練では訓練対象の約４割の世帯から安否報告があり、迅速

に安否確認できる有効な方法であることを確認した。各自治町会で安否確認等の計画づくりの参考

として「大地震直後の安否確認及び避難支援実施計画策定指針」を作成した。 

 

  

  

報告型安否確認訓練 長距離搬送訓練 
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●大地震時の安否確認及び避難支援実施計画策定指針 

（表紙,目次,1,2） 
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（3,4,5,6） 
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（7,8,9,10） 
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（11,12,13,14） 
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（15,16,17,18,） 
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（19,20,21,22） 
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（23,24） 
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９ 平成 28 年度 金町地区（東金町小学校） 

●地区の概要 

・JR 常磐線金町駅北口近くに位置し、駅前の商店街や UR の大規模な集

合住宅が含まれている。 

・東金町小学校は、緊急医療救護所に指定されており、東金町・水元・

西水元地区といった常磐線北側の広い範囲をカバーしている。 

《関係自治町会等》 

〇東金町正栄町会 〇東金町宮元自治会 

〇東金町三丁目仲町会 〇東金町中央自治会 

〇公団金町駅前団地自治会 〇東金町一丁目西町会 

〇金町小学校ＰＴＡ  
 

●訓練の特徴 

大規模災害発生時の避難所運営について、各自治町会とＰＴＡの役員を中心に避難所の開設から

避難者を受け入れるまでの手順を体験する訓練を実施した（参加者約 110 名）。また東金町小学校

は、緊急医療救護所に指定していることから、緊急医療救護所訓練を同時に実施し、東金町・水元・

西水元地区の自治町会にも参加を呼びかけ、地域における緊急医療救護所の役割について学んだ。 

●地域別防災会議の取り組み 

平成 28 年度は、４回の会議と１回の訓練を実施した。避難所運営会議はしばらく実施されていな

かったため、東金町周辺の被害想定について学習したうえで、避難所開設の手順について避難所運

営マニュアルをもとに協議を行った。また、各部門の平時からの備えや、災害時の動きについて検

討を積み重ねた。訓練後には振返りを行い、次年度以降に向けた取組みについて確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●課題と解決策 

避難所開設訓練は久しぶりの実施だったため、避難所設備の確認や各班の役割の確認について、

多くの方に理解してもらうことを主な目的として訓練を実施した。訓練には多くの方が参加し、訓

練の目的は達成した。今後は、より多くの役員が設備の操作方法の習熟や各班の役割の理解を深め

つつ、要配慮者やペット同行避難者への対応を考慮した次の訓練の段階に進むことが期待される。 

避難所運営会議 第 1 回打合せ会 10/6 

東金町小学校周辺の災害イメージと避難所の運営について 

避難所運営マニュアルチェックリストについて 

運営会議組織図について 

避難所運営会議 第 2 回打合せ会 11/24 

緊急医療救護所の役割と地域との連携について 

避難所開設訓練内容の確認について 

 

避難所運営会議 第 3 回打合せ会 2/7 

避難所開設訓練内容の振返りと次回訓練に向けた提案 

訓練 2/26 

避難所運営会議 第 4 回打合せ会 3/9 
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●避難所開設訓練の実施  

訓練当日は、午前９時 10分にいっせい防災行動訓練（シェイクアウト訓練）を実施し、身を守る
ための方法について確認した。 
その後、「東金町小学校避難所運営会議組織図」をもとに、総務部・物資部・救護部・衛生部・

施設部・警備部の６部ごとに分かれ、備蓄品や設備等の確認や操作をしながら、避難所を開設する
までの手順と、各部の役割について体験する訓練を行った。 

《シェイクアウト訓練及び各部の訓練事項》 

シェイクアウト訓練 本部・総務部 物資部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「身を低くする」「頭部を守
る」など、命を守るために必
要な行動を取る訓練を実施 

玄関開錠・避難所ﾎﾞｯｸｽ確認 
避難所運営本部設置 
防災行政無線訓練 
災害時優先電話設置 
避難者名簿作成 

備蓄倉庫の確認及び物資の搬出 
受水槽の水の確保 
炊き出し 

救護部・衛生部 施設部 警備部 

 

 

 

 

 

 

  

応急手当訓練 

・AED 訓練 

・応急手当訓練 

担架搬送 

簡易トイレ組立 

施設の安全点検 

通電火災の防止 

受水槽の水の確保 

ｽﾀﾝﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟの活用 

明かりの確保 

通電火災の防止 

避難所ルールの作成 

施設の安全点検 

●医療救護活動訓練の実施 

区では、大地震等の災害が発生し、多数の傷病者が発生した
ときに、区内医療関係団体の協力のもと被災者の迅速かつ適切
な医療救護活動を行う。東金町小学校は、災害時緊急医療救護
所に指定されているため、葛飾区医師会及び災害拠点連携病院
である嬉泉病院、第一病院等と協力して「医療救護活動訓練」
を実施。訓練には、東金町・水元・西水元の各地区の自治町会が
参加し、トリアージやタフレンジャーによる搬送訓練において、
患者役として協力した。各部の避難所開設訓練を終了したのち、
医療救護活動訓練を見学した。 

 
《訓練内容》 
①区災害医療コーディネーターによる講演「災害医療とトリ

アージ」 
②緊急医療救護所の設置訓練、模擬患者を活用したトリアー

ジ訓練 
③災害拠点連携病院と緊急医療救護所の連携訓練 
④タフレンジャーによる搬送訓練 

 

  

救護所開設訓練 
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１０ 平成 28 年度 亀有地区（亀有中学校） 

●目的 

このルールは、亀有中学校避難所運営会議（以下、「運営会議」と略称する。）が、災害時の亀

有中学校の避難所開設・運営を円滑に行うため、避難者主体による運営を目指す「自主運営」の考

え方を大事にし、葛飾区、防災都市計画研究所の協力を得て、８回の運営会議を経て作成したもの

である。 

●取り組みの流れ  

今年度の運営会議の活動は当初、「避難所運営ゲーム（ＨＵＧ）」と「避難所開設訓練」を予定

していた。 

しかし、第２回の座学で熊本地震後の避難所運営における現場対応の難しさを認識し、また、第

３回のＨＵＧを通じて、避難者の受け入れ、救援物資の配分などの自主運営ルールの必要性を痛感

し、運営会議役員主導で「避難所開設・運営ルール」づくりを進めることにした。ルールづくりは、

下表のとおり、座学、ＨＵＧを含め計８回の会議で毎回２時間前後の熱心な議論を行い、成文にま

とめた。 
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●ルールの要点 

ルールは、ＨＵＧで必要性が確認された 14 の論点を対象に、ＨＵＧでの参加者の意見、熊本地

震での事例、その他過去の災害教訓などを参照しつつ、運営会議役員の熱心な議論を通じて決定さ

れた。ここではルールの要点を下表のとおり紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ルールづくりの感想 

ルールづくりを経験した運営会議役員の感想は以下のとおりである。 
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１１ 平成 28 年度 新小岩地区 

●地区の概要 

・葛飾区南部、荒川と中川の東に位置する。 

・各自治町会との結束も固く、地域活動が活発な地域である。 

・平成 26 年度、新小岩南地域（新小岩一丁目から四丁目の６自

治町会を母体に、「新小岩地域防災会議」を設置し、防災活

動に取組んでいる。 

《関係自治町会》 

 

 

 

 

 

●地域防災会議の特徴 

新小岩地域防災会議では、地元６自治町会の他に、新小岩南地域まちづくり協議会や青少年育成

新小岩地区委員会、学校・ＰＴＡ、本田消防署・消防団、本田警察署、葛飾区社会福祉協議会等が

参画して、今年度は「避難所でのペット同行避難」をテーマに取り組んだ。 

 

●地域防災会議の取り組み 

今年度は会議４回と訓練２回、そして

地域住民が参加して防災イベント「防災

フェスタ 2017in 松南パル」を開催した。 

会議では、専門家から避難所でのペッ

ト同行避難の実態と課題を学び、避難所

にペットと一緒に避難できるように飼育

スペースや動物飼育の基本ルールなどを

話し合い、訓練を実施してその対応につ

いて検証した。 

  

○新小岩第一自治会  ○新小岩第一自治会 

○新小岩第三自治会  ○新小岩第四自治会 

○新小岩第五自治会  ○新小岩一丁目中町自治会 
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●避難所開設・運営訓練の実施 

避難所開設訓練は、新小岩地区独自の避難所初動組織３班体制で、避難所にある備蓄品や設備等

を活用して、一時集合場所の開放から避難者を校舎に受け入れるまでの避難所の開設手順を確認す

る訓練を旧松南小学校で実施した。 

また、今年度はペット同行避難者への対応として、避難者対応班にペット担当を設けて、飼育ス

ペースの設営から避難者と一緒に避難してきたペットを飼育スペースに受け入れるなど訓練を実施

した。 

今年度の取組の成果を 「避難所ペット同行避難対応指針」として取りまとめた。 

 

《各班の主な訓練項目》 

総括班 避難者対応班 避難者受入準備班 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・避難所開設本部の設置 

・校舎の鍵開錠及び避難所ボ

ックスの搬出 

・活動班編成表の作成 

・班長会議の開催(情報共有) 

・葛飾区災害対策本部への状

況報告 

・情報収集と整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼避難者担当 

・避難者への待機指示 

・情報掲示板の設置 

・情報伝言コーナーの設置 

・仮設トイレの設置 

・避難者の受付業務 

▼ペット担当 

・ペット同行避難者専用受付の

設置 

・ペット飼育スペースの設営 

・ペット同行避難者の受付業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施設の安全点検 

・危険箇所の立ち入り禁止等措

置 

・避難所利用計画の決定 

・案内看板等の作成と掲示 

・特設公衆電話の設置 

・トイレの使用禁止措置 

・立ち入り禁止場所等の措置 

・居住スペースの通路確保 

 

●解体建物を活用した震災訓練の実施 

解体工事がはじまる前の新小岩保育園の園舎

を活用して、葛飾区で震度６強の大地震が発生し

たとの想定により震災訓練を実施した。訓練では、

建物内にいる要救助者を、窓ガラスを破壊して室

内に進入、担架を使って２階から屋外まで救出す

る訓練や、小松川境川親水公園の水利を活用して、

市民消火隊２台の C 級ポンプを使った長距離 送

水訓練など実践さながらの訓練を行い、震災時の

災害対応力の向上を図った。 

  

窓ガラス破壊訓練 

長距離送水訓練 
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１２ 平成 29 年度 金町地区（プラウドシティ金町） 
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１３ 平成 30 年度 奥戸地区 

●地区の概要 

・葛飾区南部、新中川と中川に囲まれた地域に位置する。 

・奥戸一丁目から九丁目の６自治町会が母体となり、「奥戸地区地

域防災会議」を設置し、防災活動に取り組んでいる。 

《関係自治町会》 

 

 

 

 

●地域防災会議の特徴 

平成 30 年度の地域防災会議では、事前に６自治町会を対象に自主防災活動に関するアンケート調

査を実施し、活動の実態や課題を把握した 

●地域防災会議の取り組み 

アンケート調査の実施後に、３回の会議を実施し、「奥

戸地区地域防災活動推進計画」（2019 年版）を策定した。 

会議では、６自治町会の自主防災活動における課題を共

有し、災害時の防災市民組織の役割や、他地区の自主防災

活動の取り組みを学び計画を策定した。 

●自治町会自主防災活動に関するアンケート調査 

６自治町会の自主防災活動に関するアンケート調査を実

施したところ、大地震が起きたときに「活動できる」と回

答したのは１自治町会のみで、５自治町会は「活動できな

い」との回答が得られた。また、回答があった人の約８割

が 60 歳以上の年配者であり、若い人の会議への参加が少

ないという課題も見られた。 

●「奥戸地区地域防災活動推進計画」 

会議で出された意見に基づき、今後取り組んでいく防災

事業として「奥戸地区地域防災活動推進計画」を策定した。

平成 31 年度から優先度の高い取組から順次進め、概ね５

年以内にすべての取り組みに着手することとした。 

●今後の地域防災会議での取組予定 

計画に基づき、各自治町会の震災時の初動体制の確立に早

急に取り組み、災害時に少しでも活動できるようにすること

が望まれる。 

  

○奥戸一丁目町会    ○奥戸北町会 

○奥戸二丁目町会    ○奥戸南町会 

○奥戸町会       ○都営団地こだま自治会 
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１４ 平成 30 年度 柴又地区 
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１５ 平成 30 年度 新小岩北地区（１） 
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１６ 平成 30 年度 新小岩北地区（２） 
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１７ 令和元年度 東四つ木地区 

●地区の概要 

・葛飾区南西部、荒川と中川に囲まれた地域に位置する。 

・東四つ木一丁目から四丁目の４自治町会が母体となり、「東四つ

木地区地域防災会議」を設置し、防災活動に取り組んでいる。 

《関係自治町会》 

 

 

 

 

●地域防災会議の特徴 

令和元年度の「東四つ木地域防災会議」では、４自治町会の他に、地区民生委員・児童委員協議会

や青少年育成地区委員会、学校、ＰＴＡなどが会議に参画した。 

自治町会 地域団体 関係機関 

木根川町会 

東四つ木南町会 

渋江東町会 

東四つ木四丁目アパート自治会 

東四つ木地区民生・児童委員協議会 

青少年育成東四つ木地区委員会 

木根川小学校ＰＴＡ 

渋江小学校ＰＴＡ 

中川中学校ＰＴＡ 

木根川小学校 

渋江小学校 

中川中学校 

 

●地域防災会議の取り組み 

令和元年度は３回の会議と避難所開設訓練を

実施した。会議では、避難所開設を中心に学び、

避難所運営図上訓練を通して、利用計画図の作成

や、共通ツールの検討を行った。検討結果に基づ

き避難所開設訓練を企画・実施し、開設訓練の振

り返りも行った。 

取り組みの成果として、避難所の開設手順書

（アクションカード）などを入れた避難所開設キ

ットを地区内３つの避難所に配置しました。 

 

 

 

 

 

 

 

○木根川町会     ○東四つ木南町会 

○渋江東町会     ○東四つ木四丁目アパート自治会 



-38- 

●避難所運営図上訓練 

第２回地域防災会議では、第１回会議の内容を踏ま

えてとりまとめられた避難所の共通ルール（案）へ、避

難所別に意見を出し合った。また、避難所毎に避難所利

用計画図等を作成した。 

 

 

 

●東四つ木地区合同避難所開設訓練 

まず、東四つ木地区合同避難所開設訓練の実施内容等を説明するため、事前説明会を実施した。 

避難所開設訓練では、会議で提案をした避難所初動組織をもとに班を編成し、カードに従って作

業を進めていくことで避難所の開設ができる手順書「アクションカード」を作成し、一時集合場所

の開放から避難者を施設に受け入れるまでの手順を確認する訓練を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

●訓練の振り返り 

東四つ木地区合同避難所開設訓練の振り返りを行い、避難所利用計画図と避難所共通ルールの修

正案等を作成した。また、これらの取り組みの成果として、避難所の開設手順書（アクションカー

ド）などを入れた避難所開設キットを地区内３つの避難所に配置した。 

  

 

 

 

 

 

 

●今後の地域防災会議での取組予定 

取組を通して、避難所開設・運営訓練の他に地域での助け合いネットワークの構築や、住民の防

災意識及び防災行動力の向上といった活動への要望が見られた。また、取組実施後のアンケート調

査でも、事務局機能の設置が望まれていることが分かり、検討が必要である。 
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１８ 令和元年度 新宿地区 

●地区の概要 

・西側を中川と隣接する地域に位置する。 

・新宿小学校地区と新宿中学校地区で、地域防災会議を設置するこ

とを予定していた。 

《関係自治町会》 

 

 

 

 

 

●地域防災会議実施に向けた調整 

令和元年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で、新宿地区の全自治町会が集まって会議を開

くことが困難であったため、小学校区と中学校区に分かれて事前調整会議をそれぞれ開催した。そ

の後、避難所開設訓練と合わせて地域防災会議を開催する予定であったが、中止となった。 

新宿小学校地区 新宿中学校地区 

新栄町会  新宿五丁目自治会 

新宿きずな自治会 

新宿一丁目都営自治会 協栄自治会 

新宿四丁目団地自治会 若葉自治会 

 

●新宿小学校地区 

新宿地区地域防災会議の設置に向けて、設立趣旨や区内の地域防災会議の取組事例などを紹介し

て、意見交換を実施した。新宿小学校地区では地域防災会議の設置に賛同し、避難所の訓練が低調

になってきていることから避難所開設訓練と合わせて地域防災会議を開催することを決定した。 

 

●新宿中学校地区 

新宿小学校地区と同様に、設立趣旨や区内の地域防災会議の取組事例などを紹介して、意見交換

を実施した。新宿中学校地区は新たに地域防災会議設置することについて難色を示し、新宿地区で

は新宿小学校を拠点に地域防災会議を立ち上げて活動することとなった。 

 

●今後の地域防災会議での取組予定 

地域防災会議は、自治町会を母体にしながらも自治町会だけでは対応しきれない課題について、

地域の様々な団体などと連携して防災活動に取り組むことである。今後は会議の中でどのような

連携ができるかなどを話し合っていく必要がある。 

  

○新栄町会         ○新宿五丁目自治会 

○新宿きずな自治会     ○新宿一丁目都営自治会 

○協栄自治会        ○新宿四丁目団地自治会 

○若葉自治会 
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１９ 令和元年度 亀有地区（亀有五丁目） 

●取り組みの概要 

令和元年度、亀有地区（亀有五丁目）では、「大規模風水害から命を守る！」をテーマとし、「マ

イ・タイムライン」の作成に係るワークショップを全３回、実施した。 

●活動内容 

全３回のワークショップの内容は、下表のとおりである。 

第１回目から第３回目までの間では、ワークショップの参加者には家族と話し合ってもらい、避

難開始から完了までの具体的な行動を、自身で記入してもらうようにした。 

 

回数 内容 

第１回 

（令和元年 

10 月 28 日） 

○マイ・タイムラインを作ってみよう！ 

【話題提供】   気象庁からの気象情報について（気象庁） 

【グループワーク】マイ･タイムライン作成 

＜第１回の完成目標＞ 

・避難する場所の記入／避難開始のタイミングの決定 

第２回 

（令和元年 

11 月５日） 

○首都圏外郭放水路現地見学！ 

【話題提供】荒川・江戸川の水害対策について 

（国土交通省） 

 

写真：首都圏外郭放水路 

令和元年 10 月 13 日（台風 19 号） 

での稼働状況 

出典 首都圏外郭放水路見学会 

 

第３回 

（令和２年 

１月 14 日） 

○マイ・タイムラインを完成させよう！ 

【話題提供】   水害時の避難情報と避難行動について 

【グループワーク】マイ･タイムライン作成 

＜第３回の完成目標＞ 

・マイ・タイムラインを完成させる。／参加者による結果発表 

●「マイ・タイムライン」作成のポイント 

ワークショップでは、「マイ・タイムライン」作成のポイントとして、「地域の風水害を知るこ

と」「避難情報･気象情報等の意味を理解すること」の２点を紹介し、作成を進めた。 

 

■ポイント１ 

地域の風水害を知る 

・想定される風水害の種類や特徴を知る。 

・ハザードマップの重要性を知る。 

■ポイント２ 

避難情報･気象情報等の意味を理解する 

・適切な避難行動の目安となるため、重要な

事項を理解する。 

・警戒レベルの内容を理解する。 

図：ハザードマップの重要性 
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２０ 令和元年度 奥戸地区 

●地区の概要 

・葛飾区南部、新中川と中川に囲まれた地域に位置する。 

・平成 30 年度、奥戸一丁目から九丁目の６自治町会が母体となり、

「奥戸地区地域防災会議」を設置し、防災活動に取り組んでいる。 

《関係自治町会》 

 

 

 

 

●地域防災会議の特徴 

奥戸地区では、各自治町会で防災活動に取り組んできたが、自治町会役員の高齢化や若手の担い

手不足などの課題を抱え、地域の防災活動が停滞しつつあった。そこで、平成 30 年度より「奥戸地

区地域防災会議」を設置し、地区全体で防災の取組を推進することとした。令和元年度の「奥戸地

区地域防災会議」は、６自治町会が参加して会議を開催した。 

 

●地域防災会議の取り組み 

令和元年度は、地域防災会議を４回開催した。 

会議では、平成 30 年度に作成した「奥戸地区地域防

災活動推進計画」をもとに、地震時の町会での初動活

動の検討及び安否確認訓練の実施、防災フェスタの企

画案の検討、防災市民組織の合同研修の企画を行った。 

●地震時の町会での初動活動の検討 

初動活動として、「災害対策本部の立ち上げ」「災

害対策本部の活動」「安否確認」に分けて、「アクシ

ョン」「事前に決定・準備する事項（チェックリスト）」

を整理するとともに、各町会で参集する基準などを決

定した。 

●安否確認訓練の実施 

災害時、素早く安否確認を行うことで必要な場所に

人員を向けることができる。そのため、奥戸地区では、

安否確認の体制を検討し、アクションカードを作成し

た。また、アクションカードをもとに各町会で安否確

認訓練を実施した。 

訓練における各世帯での安否の表示方法は、自治町会で作成した安否確認カードを玄関ドア等に

掲示する方法、黄色いタオルを外から見える箇所にかける方法など、自治町会により異なる。 

○奥戸一丁目町会    ○奥戸北町会 

○奥戸二丁目町会    ○奥戸南町会 

○奥戸町会       ○都営団地こだま自治会 
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アクションカード・台帳        安否確認カード（奥戸二丁目町会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●防災フェスタの企画案の検討 

他自治体の事例を参考として、防災フェ

スタの企画案を検討した。他自治体の事例

では、「防災体験」「防災レクリエーショ

ン」「講演・学習」の３つのカテゴリーを

全て盛り込むことで、多くの人が参加して

いることから、防災フェスタの企画にも、

それぞれのカテゴリーから企画を検討す

る方向とした。 

 

 

●防災市民組織の合同研修の企画 

防災市民組織の合同研修の内容についてアンケートを実施し、アンケート結果をもとに「災害時

に地域でできる活動に関すること」をテーマに合同研修を行う予定であったが、令和元年東日本台

風を受けて風水害への対応に関心が高まった。 

そのため、風水害に対して自治町会でできることとして、足立区 長門南部町会長の講演会に変更

したが、新型コロナウイルス感染症対応のため中止となった。 
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２１ 令和元年度 立石地区 

 

令和２度以降、立石地区地域防災会議設置に向けての意向調査を兼ねて、避難所運営図上訓練を

実施する予定だったが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い実施することができなかった。 

そこで、令和２年度以降の活動に向けて、平成 30年度に作成した避難所開設の手順書「アクショ

ンカード」の令和元年度修正版と立石地区地域防災会議の設定提案書を作成した。 

 

●避難所運営会議 

日 時：令和２年１月 29日（水） 19：00～21：00 

場 所：葛飾小学校 図書室 

議 題：避難所運営図上訓練の実施に向けて 

来年度以降の活動について 

 

 

○主な発言要旨 

・６年間話し合ってきたが、昨年アクションカードの話が進んだ。 

・これまで訓練をしてきたことで、令和元年台風 19 号で避難所が開設されたときには混乱なく

対応することができた。 

・台風 19 号では、区ではペットを受け入れない方針だったが、過去にＨＵＧ（避難所運営ゲー

ム）を体験してペットの問題を話し合っていたので、受け入れた。 

・今後は、避難所利用計画とアクションカードの見直し、水害時のタイムライン（町会でやるこ

と、避難所でやること）の作成も考えていきたい。 

 

●避難所運営図上訓練（中止） 

日 時：令和２年３月１日（日） 9：30～12：00 

場 所：葛飾小学校体育館 

 

●立石地区地域防災会議の設置に向けて 

葛飾小学校避難所運営会議は、区内でも先進的に避難所に関する取り組みをしており他の模範と

なっている。しかしながら、避難所運営会議という組織であるため避難所の活動が中心で、地域防

災上の様々な課題に問題意識は持ちつつも思うように活動ができていない実態がある。 

そこで、立石地区の自治町会を母体に地域防災会議を立ち上げ、避難所運営会議も参画し、まず

は、葛飾小学校避難所運営会議の取組を立石地区に広げ、さらに地域で抱えている課題に向かって

取組を進めていくことで、立石地区の地域防災力はさらに向上していくことが期待できる。 
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２２ 令和２年度 東四つ木地区 

●地区の概要 

・葛飾区南西部、荒川と中川に囲まれた地域に位置する。 

・令和元年度、東四つ木一丁目から四丁目の４自治町会が母体とな

り、「東四つ木地区地域防災会議」を設置し、防災活動に取り組

んでいる。 

《関係自治町会》 

 

 

 

●地域防災会議の特徴 

令和２年度の「東四つ木地域防災会議」は、新型コ

ロナウイルスの感染予防の観点から４自治町会のみ

で会議を開催した。 

●地域防災会議の取り組み 

令和２年度は、地域防災会議の開催に向けて作業部

会を３回開催するとともに、地域防災会議を３回開催

した。会議では、区内全小中学校で避難所が開設され

た令和元年東日本台風を踏まえ、台風接近時に連合町

会や自治町会役員などの防災行動をまとめた「台風に

よる洪水を対象とした地区コミュニティ・タイムライ

ン」（以下「地区コミュニティ・タイムライン」とい

う。）の作成を行った。 

新型コロナウイルスの感染拡大による政府の緊急

事態宣言の発出により対面での会議開催が困難とな

り、十分な議論ができなかったが、書面開催などによ

り大枠は決めることができた。 

併せて、洪水時に近隣住民の避難が想定される東四

つ木４丁目アパートの現地視察を実施した。 

●今後の地域防災会議での取組予定 

令和３年度も引き続き、地区コミュニティ・タイム

ラインの検討を進め、台風シーズンから運用を開始、

実際に運用した結果を踏まえて検証し、見直しを行う

予定である。 

また、令和３年度以降、これまでに避難所開設訓練

を実施していない渋江小学校と中川中学校で、地区が

連携した訓練を実施する予定である。  

○木根川町会     ○東四つ木南町会 

○渋江東町会     ○東四つ木４丁目アパート自治会 
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２３ 令和２年度 奥戸地区 

●地区の概要 

・葛飾区南部、新中川と中川に囲まれた地域に位置する。 

・平成 30 年度、奥戸一丁目から九丁目の６自治町会が母体となり、

「奥戸地区地域防災会議」を設置し、防災活動に取り組んでいる。 

《関係自治町会》 

 

 

 

 

●地域防災会議の特徴 

令和２年度の「奥戸地区地域防災会議」は、６自治

町会が参加して会議を開催した。 

 

●地域防災会議の取り組み 

令和２年度は、地域防災会議の開催に向けて事前調

整会議を２回開催するとともに、地域防災会議を３回

開催した。会議では、区内全小中学校で避難所が開設

された令和元年東日本台風を踏まえ、台風接近時に連

合町会や自治町会役員などの防災行動をまとめた「台

風による洪水を対象とした地区コミュニティ・タイム

ライン」（以下「地区コミュニティ・タイムライン」

という。）の作成を行った。 

新型コロナウイルスの感染拡大による政府の緊急

事態宣言の発出により対面での会議開催が困難とな

り、十分な議論ができなかったが、書面開催などによ

り大枠は決めることができた。 

 

●今後の地域防災会議での取組予定 

令和３年度も引き続き、地区コミュニティ・タイム

ラインの検討を進め、台風シーズンから運用を開始、

実際に運用した結果を踏まえて検証し、見直しを行う

予定である。 

なお、地域防災会議の設立以来、自治町会で防災に

ついて検討してきた。日頃から地域団体に呼び掛けて

地域防災会議に参画してもらうなど、連携した防災活

動の実施について検討していく予定である。  

○奥戸一丁目町会    ○奥戸北町会 

○奥戸二丁目町会    ○奥戸南町会 

○奥戸町会       ○都営団地こだま自治会 
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２４ 令和３年度 奥戸地区 

●地区の概要 

・葛飾区南部、新中川と中川に囲まれた地域に位置する。 

・平成 30 年度、奥戸一丁目から九丁目の６自治町会が母体となり、

「奥戸地区地域防災会議」を設置し、防災活動に取り組んでいる。 

《関係自治町会》 

 

 

 

 

●地域防災会議の特徴 

令和３年度の「奥戸地区地域防災会議」は、６自治

町会が参加して会議を開催した。 

●地域防災会議の取り組み 

令和３年度は、地域防災会議の開催に向けて事前調

整会議を３回開催するとともに、地域防災会議を３回

開催した。また、風水害対策訓練を１回実施した。 

会議では、令和３年度に作成した「台風による洪水

を対象とした奥戸地区コミュニティ・タイムライン」

の内容を改めて説明し、風水害対策訓練を通して、自

治町会ごとの洪水タイムラインの作成に取り組んだ。 

また、防災会議メンバーへの情報伝達や情報共有の

ため、LINE オープンチャットを開設した。 

●風水害対策訓練 

訓練は前半に「風水害からいのちを守る避難・防災

気象情報を理解しよう」をテーマに講義を行い避難・

防災気象情報について理解を深めた後、後半に風水害

図上訓練を実施した。風水害図上訓練は、奥戸地区の

６つの自治町会ごとに分かれて、LINE オープンチャッ

トを活用して状況付与を行い、自治町会長から対応状

況の報告や自治町会ごとに台風接近時の防災行動に

ついて検討を行った。 

 

 

 

  

○奥戸一丁目町会    ○奥戸北町会 

○奥戸二丁目町会    ○奥戸南町会 

○奥戸町会       ○都営団地こだま自治会 
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●コミュニティ・タイムラインの発動 

令和３年度、LINE オープンチャットの開設により、「台風による洪水を対象とした奥戸地区コミ

ュニティ・タイムライン」（以下「奥戸地区洪水タイムライン」という。）の運用を開始した。 

「奥戸地区洪水タイムライン」の発動基準は、台風が発生し、早期注意情報の「暴風」「大雨」で

「高」または「中」の日がある場合である。 

令和３年度に「奥戸地区洪水タイムライン」を発動したのは３回であった。 

 

台風 14 号 令和３年９月 26日の「奥戸地区洪水タイムライン」の発動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●今後の地域防災会議での取組予定 

平成 30 年度に奥戸地区地域防災会議を立ち上げ、「奥戸地区地域防災活動推進計画」を策定し、

計画的に活動を実施した。その結果、区の支援を受けながら４か年で奥戸地区の大地震時の安否確

認体制や台風時の洪水からの避難行動について防災行動計画を作成するに至った。 

今後、これまでの取組成果を、自治町会役員はもとより地域住民まで幅広く広報するとともに、

防災フェスタなどの啓発イベントを実施し、災害時の防災行動を浸透させていくこととしている。 
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２５ 令和３年度 新小岩北地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


